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      コーポレート・ガバナンス関連を中心に、立案担当弁護士による緊急解説      

  
  
第200回臨時国会で成立の会社法の改正法案の内容は多岐に亘りますが、株主総会資料の電子提供制度の創設、取締役の報酬の

決定方針の決定の義務付け、会社補償に関する規律の新設など、今後のコーポレート・ガバナンスの実務に大きく影響する種々

の改正が盛り込まれております。改正の趣旨を踏まえた実務対応を今後本格的に進めていくためには、その内容を趣旨から深く

理解することが必要不可欠です。本セミナーでは、立案を担当し本改正の内容に精通した邉弁護士が、改正の内容をその背景や

意義なども織り交ぜて紹介しつつ、今後の実務対応のポイントをわかりやすく解説します。 
 

◆開催日時 

   ２月３日(月) 
     13:00～17:00     

◆講師  
森・濱田松本法律事務所   

弁護士 ニューヨーク州弁護士 

    邉 英基 氏 
    

◆会場 

    みずほ総合研究所 
  

         

◆参加費(消費税･テキスト代込み) 

    ゴールド会員 25,300円 
    シルバー会員 27,500円 
    上記会員以外  30,800円 
 

 
 
 

１．株主総会に関する改正 
(１)株主総会資料の電子提供制度の新設 
(２)株主提案権の拒絶事由の新設 

 
２．取締役に関する改正 

(１)取締役の報酬の改正 
①報酬の決定方針の決定の義務付け 
②定款・株主総会決議事項の見直し 
③株式報酬・0円ストックオプションの発行等の規律の整備 
④事業報告による開示の充実 

(２)会社補償に関する規律の新設 
(３)D&O保険に関する規律の新設 
(４)社外取締役に関する改正 

①社外取締役設置の義務付け 
②業務執行の社外取締役への委託 

 
３．その他の改正 

(１)社債に関する改正 
(２)株式交付制度の新設 
(３)その他 

 
４．施行日・経過措置 

 
★当日の講義には最新動向を盛り込むため、一部を変更させていただく場合があります。

主な内容 

取締役・株主総会に関する規律の見直し等、今後のコーポレート・ガバナンスに実務に影響する 

改正の要点と企業に求められる実務対応をわかりやすく解説 

会社法改正の内容と実務対応のポイント 

 №19-10244   会社法改正の内容と実務対応のポイント   （2020.2.3） 

千代田区内幸町1-2-1 
日土地内幸町ビル3階 

 

HP

（Web用）


